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重要事項説明書   〈令和 8 年 9 月 1 日現在〉 

1. 事業者の概要 

法人の名称 株式会社 すこやかライフ 

法人の種類 営利団体 

代表者の役職・氏名 代表取締役  多田 和樹 

法人登記簿記載所在地 神戸市垂水区本多聞６丁目１０－２９ 

電話／ＦＡＸ番号 ０７８－７８７－３５５６ 

設立年月日 平成２２年１月１８日 

 

2. 事業所の概要 

事業所の名称 すこやかトレーニング第２スタジオ 

指定事業所番号    ２８７０８０２７３９     

事業所の所在地 神戸市垂水区本多聞３丁目５－２０ 

電話番号 ０７８－７８７－３５５６ 

ＦＡＸ番号 ０７８－７８７－３５５７ 

開設年月日 平成２３年６月１日 

利用施設の構造 ＲＣ 

延べ床面積 １４３㎡ 

利用定員 ３０名 

提供時間 １単位目８：５５～１２：００ ２単位目１３：３０～１６：３５ 

営業日 営業時間 月曜日から金曜日  8：00～17：00 

休日 
土曜、日曜、１２月２９日から１月４日、8 月 11 日～8 月 17 日の間

の３日間で年度ごとに利用者に書面にて通知する日 

主な設備 機能訓練室、台所、静養室、相談室、便所、事務所、玄関ホール、他 

 

3. 事業所の責任者 

管理者 榮藤 直哉 

 

4. 事業実施地域 

実施地域 神戸市垂水区、神戸市西区(伊川谷・学園東町・学園西町)、明

石市(大蔵谷・松が丘・朝霧町・上の丸・太寺）とする 

実施地域内の 

交通費 

介護保険適用サービス、神戸市介護予防・日常生活支援総合事

業 介護予防通所サービス（以下、介護予防通所サービスという）利用料金

に含む 

実施地域外の交通費 別途必要（すこやかトレーニングスタジオ白川利用料金表に記載） 
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5. 事業の目的及び運営方針 

事業の目的 

株式会社すこやかライフが開設する「すこやかトレーニング第２スタジオ」が

行う指定通所介護・介護予防通所サービス事業(以下「事業所」という)の

適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関する事項を定め、

事業所の従業者が、要介護状態又は要支援状態・事業対象状態にあ

る高齢者に対し、適正な指定通所介護サービス・指定介護予防通所サ

ービスを提供することを目的とする。 

運営方針 

利用者が要支援・要介護・事業対象状態等となった場合においても、可

能な限り居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な日中の日常生活の世話や機能訓練等を行うこと

で、社会的孤立感の解消、心身機能の維持、家族の肉体的精神的負

担の軽減を図るものとする。事業の実施に当たっては、関係市町･地域の

保健福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努

める。 

 

6. 従業員 

従業員の職種 員数 常勤 非常勤 保有資格 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者     1 名  1 名    

生活相談員  1 名  1 名   社会福祉主事 

介護職員    １０名 ３名 1 名 6 名   

機能訓練指導員 1 名 1 名    柔道整復師 

看護師    1 名 １名    准看護師 

運転手       

 

 

 

7. サービス内容と料金 

種別 内容 利用料金 

介護保険適用部分 

【通所介護計画・介護予

防通所サービス計画に

基づき利用者の機能訓

練及び日常生活に対

する必要な援助を行う 

通所介護費 

介護予防通所サービス費 

すこやかトレーニング・ 

第２スタジオ 

利用料金表に記載 

(厚生労働大臣及び市町村

が定める 

基準による介護報酬の１割か

ら３割） 

加算費 
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介護保険適用以外の部

分(利用者の希望選定) 

通常事業実施地域以外の 

送迎 

すこやかトレーニング・ 

第２スタジオ 

利用料金表に記載 

利用者自己負担 

の部分(日常生活上、通

常必要なもので、利用者

負担が 

適当と認められるもの) 

おむつ代（処理費を含む） 

その他 

(利用者が個別に希望するもの) 

利用料の支払い方法 
利用月分を翌月１５日までに 

引き落とし、又は現金支払い 
 

料金改定 

介護保険適用部分 改定の一ヶ月以上前に利用

者に文書で連絡し了解を得ま

す 
介護保険適用以外の部分 

償還払い 

利用者が法定代理受領サービ

スを利用できないことにより 

償還払いとなること 

利用者は、一旦料金を全額

自己負担しなければならず、

事業所はサービス提供証明

書を発行 

8.サービス提供の手順 

居宅介護支援事業所及び医療機関と連携し、次の手順でサービスを提供 

 

利用者の申し込み 

    ↓ 

被保険者証の確認 

    ↓  

身体状況の把握 

    ↓ 

面談・通所介護計画・介護予防通所サービス計画の作成 

    ↓ 

重要事項説明書による説明・同意 

    ↓ 

契約の締結 

    ↓ 

サービスの提供 

    ↓ 

サービス提供の記録の整備、関係者との連携、事故発生時の対応、苦情対応、等 

    ↓ 

領収書の発行 → 終了 
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９． 苦情・虐待相談及び利用相談窓口 

通所介護・介護予防通所介護利用に関

する苦情・虐待および全ての相談窓口 

すこやかトレーニング第２スタジオ 

神戸市垂水区本多聞３丁目５－２０ 

担当責任者 管理者     榮藤 直哉 

窓口の開設時間 

月曜日～金曜日の８：００～１７：００ 

（ただし、１2 月２９日から1 月４日、８月１１日から８月１７

日の間の３日間で年度ごとに利用者に書面にて通知

する日を除く） 

相談の方法 

電話 ０７８－７８７－８５６５ 

面談 
神戸市垂水区本多聞２丁目３４－１４ 

すこやかトレーニングスタジオ 

文書 
〒６５５－０００６ 神戸市垂水区本多聞３丁目５－２０ 

すこやかトレーニング第２スタジオ 

ＦＡＸ ０７８－７８７－８５６６      

外部苦情・虐待 

相談窓口 
電話 

神戸市福祉局監査指導課 

℡：０７８－３２２－６３２６ 

受付時間 8：45～12；00 13：00～17：30（平日） 

要介護施設従業者による高齢者虐待通報専用電話 

 （監査指導部内） 

℡：０７８－３２２－６７７４ 

受付時間 8：45～12；00 13：00～17：30（平日） 

兵庫県国民健康保険団体連合会 

℡：０７８－３３２－５６17 

受付時間 8：45～17：15（平日） 

国民生活 

センター 
電話 

神戸市消費生活センター 

℡：０７８－３７１－１２２１ 

受付時間 9：00～17：00（平日） 

 

 

10. 担当者の変更 

担当者の変更を希望する場合 

開設者(事業者)において相談対応 

（担当者）代表取締役  多田 和樹 

（所在地）〒６５５－０００６ 

     神戸市垂水区本多聞６丁目１０－２９ 

     株式会社 すこやかライフ 

（電話） ０７８－７８７－３５５６ 
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11.  秘密の保持 

在職中の従業者 
全ての従業者は、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密の保持を義務とする。 

退職後の従業者 
全ての従業者は、従業者でなくなった後においても、これらの秘密

を保持する旨を雇用契約書に証す。 

利用者個人情報の 

必要性 

従業者がサービス担当者会議等において課題分析情報等を通じ

て利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情報を、介

護支援専門員や他のサービス担当者と共有するためには、指定

通所介護、介護予防通所サービス事業者はあらかじめ、文書によ

り利用者又はその家族から同意を得る必要があり、サービス提供

開始時に利用者及びその家族から包括的な同意を得る。同意書

の有効期限は利用契約期間と同じとする。個人情報の範囲は、

サービスの円滑な提供に必要な最低限度のものとする。 

 

 

12.  家族等への連絡 

希望があった場合 利用者に連絡するのと同様の通知を家族等へも連絡する。 

 

 

13.  記録の保管 

記録の保管期間 サービス提供後、５年間 

記録の閲覧及び 

記録の交付 

利用者又はその家族から申し出があれば、利用者又はその

家族に限り、記録の閲覧及び記録の交付〔実費必要〕を文

書又はその他適切な方法（例えば利用者の用意する手帳等

に記載）により提出する。 

 

 

14.  緊急時の対応 

サービス提供中の 

事故発生時 

速やかに家族、医療機関、医師、市町村及び該当利用者

に係る居宅介護支援事業者等へ連絡し、医療受診等の適

切な処置をとる。 

利用者の体調悪化等 
速やかに家族及び医療機関、医師へ連絡し、医療受診等

の適切な処置をとる。 
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15.  損害賠償 

事業者に責任がある場合の 

損害賠償の方針 
速やかに賠償を行う為、損害賠償責任保険に加入済 

損害賠償責任保険の 

適用対象 

株式会社すこやかライフが開設する「すこやかレーニング第２

スタジオ」において提供する指定通所介護・指定介護予防

通所サービス。 

送迎時については、あらかじめ定めた、送迎場所から利用者

自宅までの間は適用対象としない。（送迎車を降りた後、乗

る前は対象としない） 

送迎車を利用しない場合は事業所より外を対象とはしない。 

損害賠償責任保険の 

補償範囲 

指定通所介護・指定介護予防通所サービス「すこやかトレー

ニング第２スタジオ」利用者に対し、株式会社すこやかライフ

の責に帰する損害賠償 

 

 

16.  留意事項 

利用規則 すこやかトレーニング第２スタジオ利用契約書に別に定める。 

担当者の禁止行為 
サービス提供契約の実施以外の営利行為や宗教勧誘行為を禁止

する。 

 

 

17.  重要事項の変更 

変更が生じることが予測される 

場合の利用者への通知方法 
書類を交付して口頭で説明するか又は郵便で通知する。 

利用者の同意確認方法 重要事項変更同意確認契約書を締結する。 
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すこやかトレーニング第 2 スタジオ 利用料金表 

通常規模型通所介護費） 

所要時間 
要介護状

態区分 

利用料金 

１日・1 割 

負担 

利用料金 

１日・2 割 

負担 

利用料金 

１日・3 割

負担 

利用 

単位数 

（１日） 

３時間以上 4 時間未満 要介護１ 390 円 780 円 1170 円 370 

 要介護２ 446 円 892 円 1338 円 423 

 要介護３ 505 円 1010 円 1515 円 479 

 要介護４ 562 円 1124 円 1686 円 533 

 要介護５ 620 円 1240 円 1860 円 588 

 

 

（加算費） 

項目 

加算料金 

１回・1 割負

担 

加算料金 

１回・2 割負

担 

加算料金 

１回・3 割

負担 

加算単

位数 

（１回） 

個別機能訓練加算Ⅰイ 59 円 118 円 177 円 56 

介護職員処遇改善加算Ⅱイ 

 

  利 用 単 位

の

109/1000 

 

 

 

介護予防通所サービス費 

利用者の要支

援度 

利用料金負担 

（月額 1 割負担） 

利用料金負担 

（月額 2 割負担） 

利用料金負担 

（月額 3 割負担） 

利用単位

数（月単

位） 

事業対象者 

要支援１ 

1895 円 

（月単位の定額） 

3790 円 

（月単位の定額） 

5685 円 

（月単位の定額） 

1798 

要支援２ 

（週 1 回程度） 

1895 円 

（月単位の定額） 

3790 円 

（月単位の定額） 

5685 円 

（月単位の定額） 

1798 

要支援２ 

（週 2 回程度） 

3817 円 

（月単位の定額） 

7633 円 

（月単位の定額） 

11450 円 

（月単位の定額） 

3621 
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介護予防通所サービス加算費 

項目 
加算料金 

（月額・1 割負担） 

加算料金 

（月額・2 割負担） 

加算料金 

（月額・3 割負担） 

加算 

単位数 

（月単位） 

介護職員処遇改善加算 

Ⅱイ    

利用単

位の 

109/1000 

送迎を行わない場合 

（事業対象者・支援 1） 

（支援 2/週 1 回程度） 
   

－47 単位 

（１月に 

－３７６単

位の範囲） 

送迎を行わない場合 

（支援 2/週 2 回程度） 
   

－47 単位 

（１月に－

752 単位の

範囲） 

 

 

② 介護保険適用外の料金 

項目 内容 負担料金 

通常事業実施地域以外の 

送迎 

直線半径５キロ以上 片道５００円 

おむつ代（処理費用を含む） おむつ 尿取パッド等 実費 

 

その他 

日常生活において通常必要となる

ものに係る費用であって、利用者負

担が適当と認められるもの 

 

実費 
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指定通所介護利用契約書 

神戸市介護予防・日常生活支援総合事業(介護予防通所サービス)利用契約書 

すこやかトレーニング第２スタジオ 利用契約書 

 すこやかトレーニング第２スタジオ (以下「事業者」)と                   (以

下「利用者」)との間に、表記利用契約を締結します。この契約を証するため本契約書 2 通

を作成して事業者・利用者が署(記)名押印のうえ各 1 通を保有する。 

契約当事者の表示 

〔１.利用者〕       氏  名                      様     

性別 男 ・ 女 生年月日 明治・大正・昭和     年   月   日 

介護保険被保険者証番号  

要介護状態区分 
事業対象者・要支援 1・ 要支援２ 

要介護１・ 要介護２・ 要介護３・ 要介護４・ 要介護５ 

要介護認定の有効期限 令和  年   月  日～ 令和  年   月  日 

被保険者証記載の特記事項 なし ・ あり 〔記入してください〕 

〔医療機関名〕 

かかりつけの医師名 

 

（電話） 

傷病名  

送迎契約場所  

 

〔２.利用者代理人〕    氏  名                       様   

利用者との関係  

 

〔３.緊急連絡先〕  

氏名/続柄                            / 

緊急連絡先 TEL  

緊急連絡先住所  

 

〔４.指定通所介護・介護予防通所サービスの事業を行う者〕 

 （以下事業者という） 株式会社 すこやかライフ  

〔５.指定通所介護・介護予防通所サービスの事業を行う所） 

 （以下事業所という） すこやかトレーニング第２スタジオ   

（指定通所介護・介護予防通所サービス事業所の指定番号：２８７０８０２７３９） 

利用開始日   令和   年   月   日 

契約期間    利用開始日～ 認定有効期限 
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事業者は、要支援・要介護・事業対象者状態になった利用者に対して、可能な限り居

宅において利用者の有する能力に応じて自立した日常生活を営むことが出来るよう、必要な

日中の日常生活の世話や機能訓練等を行うことで、社会的孤立感の解消、心身機能の

維持、家族の肉体的精神的負担の軽減をはかるように努めます。 

 事業者は、指定通所介護・介護予防通所サービス事業の社会的意義と責任を深く認識

し、事業経営の安定とサービス水準の維持に努力すると共に、利用者に対してその権利を

尊重し、礼節と尊厳をもって接するように努めます。 

 利用者及び利用者代理人は、事業者や他の利用者との間に相互信頼と互助の精神に

よって良好な関係を維持するように努めなければなりません。 

全ての関係者は、利用者が安心かつ快適に利用できるよう、それぞれの立場で相協力する

ことを誓います。 

第 1 条（契約の目的） 

   事業者は、指定通所介護、指定介護予防通所サービスの介護保険法関係法令と

本契約の各条項に従って指定通所介護サービス、介護予防通所サービス（以下「サ

ービス」という）を提供し、利用者又は利用者代理人は、事業者に対し、そのサービスに

対する利用料金を支払います。 

 

第 2 条（契約期間と更新） 

１ 本契約の契約期間は、本契約書第1 項に記載の契約期間とします。但し、契約期間

満了日以前に利用者が事業対象者・要支援・要介護状態区分の変更の認定を受

け、事業対象者・要支援・要介護認定有効期間の満了日が更新された場合は、変

更後の事業対象者・要支援・要介護認定の満了日をもって契約期間の満了日としま

す。 

２ 契約期間満了日の1０日前までに、利用者又は利用者代理人からの書面による更新

拒絶の申し出がない場合、本契約は自動更新され、以降も同様とします。 

３ 本契約が自動更新された場合、更新後の契約期間は、期間経過の翌日から更新

後の事業対象者・要支援・要介護認定有効期間の満了日とします。ただし、契約期

間満了日以前に利用者が事業対象者・要支援・要介護状態区分の変更認定を受

け、事業対象者・要支援・要介護認定有効期間の満了日が更新された場合、変更

後の事業対象者・要支援・要介護認定有効期間の満了日をもって契約期間の満了

日とします。 

 

第 3 条（通所介護・介護予防通所介護サービス計画等作成前のサービス提供） 

１ 事業者は、前条の通所介護・介護予防通所サービス計画が作成される前であっても、

緊急に必要な場合にはサービスを提供します。 

２ 事業者は、事業対象者・要支援・要介護認定後に、提供するサービス内容を必ず見

直します。 
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３ 事業者は、事業対象者・要支援・要介護認定後に、利用者に対し利用契約継続の

意思確認を行います。 

４ 利用者又は利用者代理人は、事業対象者・要支援・要介護認定において自立（非

該当）と判定された場合には利用料の全額を負担し、また認定された事業対象者・要

支援・要介護度に応じて利用料の一部を負担することがあります。 

 

第 4 条（当指定通所介護・指定介護予防通所サービスの概要） 

   当通所介護事業・介護予防通所サービス事業の概要及び職員体制は、別紙「重要

事項説明書」に記載した通りです。 

 

第 5 条（身元引受人） 

１ 事業者は、利用者に対して身元引受人を定めることを求めることがあります。ただし、社

会通念上、身元引受人を定めることが出来ない相当な理由がある場合はその限りでは

ありません。 

２ 身元引受人は本契約に基づく利用者及び利用者代理人の事業者に対する債務に

ついて連帯債務者となると共に、事業者が必要ありと認め要請したときにはこれに応じ

て事業者と協議し、身上監護に関する決定、利用者の身柄の引き取り、残置財産の

引き取り等を行うことに責任を負います。 

 

第 6 条（利用基準） 

   利用者は、次の各号の全てに適合する場合、指定通所介護・指定介護予防通所サ

ービス「すこやかトレーニングスタジオ」の利用ができます。 

① 事業対象者・要支援１～要支援２、又は要介護１～要介護５の被認定者であ

ること 

②他の利用者と共同利用を営むことに支障がないこと 

③自傷他害の恐れがないこと 

④利用料金等の支払いを了承すること 

⑤本契約に定めることを承認し、重要事項説明書に記載する事業者の運営方針に

賛同出来ること 

 

第 7 条（通所介護・介護予防通所サービス計画の作成） 

１ 事業者は、利用者の心身の状況、希望及び環境を踏まえて、介護従事者との協議

の上、援助の目標、当該目的を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し

た通所介護・介護予防通所サービス計画（以下「介護計画」という）を、速やかに作成

します。 

２ 事業者は、介護計画作成後においても、その実施状況の把握を行い、必要に応じて

介護計画の変更をします。 
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３ 利用者及び利用者代理人は事業者に対して、いつでも介護計画の内容を変更するよ

う申し出ることが出来ます。この場合、事業者は明らかに変更の必要がないとき及び利

用者又は利用者代理人の不利益となる場合を除き、利用者の希望に沿うように介護

計画の変更を行います。 

４ 事業者は、介護計画を作成し、また同計画を変更した場合は、その介護計画を利用

者又は利用者代理人に対し、内容を説明します。 

 

第 8 条（サービス内容及びその提供） 

１ 事業者は、利用者に対して、前条より作成される介護計画に基づき次の各号の各種

サービスを提供します。 

① 介護保険（または神戸市介護予防・日常生活支援地域総合事業）給付対象

サービスとして、個々の通所介護計画・介護予防通所サービス計画に基づき、

必要な下記のサービス等を提供します。 

ⅰ．排泄、着替え等の介護 

ⅱ．日常生活上の世話 

ⅲ．日常生活の中での機能訓練 

ⅳ．相談、援助 

② 介護保険（または神戸市介護予防・日常生活地域総合事業）給付の対象外と

なる有料の各種サービスとして、別紙「重要事項説明書」の通り提供します。 

２ 事業者は、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者と密接な連携に努め、

利用者の利用状況などを把握するようにします。 

 

第 9 条（医療上の必要への対応） 

１ 事業者は、利用者が病気又は負傷等により検査や治療が必要になった場合、その他

必要を認めた場合は利用者のかかりつけ医師、主治医又は事業者の協力医療機関

において必要な治療等を受けられるよう支援します。 

２ 事業者は、利用者に健康上の急変があった場合は消防署救急隊もしくは適切な医療

機関と連絡を取り、救急治療あるいは緊急入院が受けられるようにします。 

 

第 10 条（利用料金の支払い） 

１ 利用者又は利用者代理人は、事業者に対し、介護計画に基づき事業者が提供する

介護保険給付サービス並びに介護保険給付外サービスについて、別紙「重要事項説

明書」の通り利用料金等を支払います。 

２ 事業者は、利用者が事業者に支払うべき指定通所介護サービス、指定介護予防通

所サービスに要した費用について、利用者が介護サービス費用として保険者より支給を

受ける額の限度において、利用者に代わって保険者より支払いを受けます（以下「法定

代理受領サービス」という）。 
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３ 利用者又は利用者代理人は、利用月分の利用料金等をまとめて翌月 15 日までに引

き落とし又は現金で支払います。 

４ 事業者は、利用者又は利用者代理人から利用料金等の支払いを受けたときは、利

用者又は利用者代理人に対し、領収証を発行します。 

５ 事業者は、利用料金等が介護保険報酬改定、経済事情の変動、公租公課の増額

等により著しく不相当となった場合、利用者及び利用者代理人と協議の上、利用料金

等を改定することが出来ます。 

 

第 11 条（法定代理受領サービス外のサービス提供証明書の交付） 

事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指定通所介護サービス・指定介護

予防通所サービスを提供した場合において利用者又は利用者代理人から利用料金

の支払いを受けたときは、利用者が償還払いを受けることのできるように、利用者又は

利用者代理人に対して、当サービス提供証明書を交付します。当サービス提供証明

書には、提供した介護保険給付対象の各種サービスの種類、内容、利用単位、費

用等を記載します。 

 

第 12 条（金銭等の管理） 

1 事業者は、利用者の日常生活に必要な金銭の保管管理について、利用者と別途

契約を締結した場合を除き、利用者の現金、預貯金、その他財産の保管管理を行い

ません。 

 2  利用者は、日常生活に必要な金銭以上の高額な金銭や高価な物品を事業所に

持ち込みません。やむをえず持ち込んだ場合、事業者は紛失、盗難等の責任を一切

負いません。 

 

第 13 条（利用者及び利用者代理人の義務） 

利用者及び利用者代理人は指定通所介護サービス・指定介護予防通所サービス

利用に関して以下の義務を負います。 

① 利用者の能力や健康状態についての情報を正しく速やかに事業者に提供する

こと 

② 利用者やその訪問者及び事業者の職員の権利を不当に侵害しないこと 

③ 特段の事情がない限り、事業者の取り決めやルール及び事業者又はその協力

医師の指示に従うこと、ただし、利用者又は利用者代理人が、介護や医療に関

する事業者又はその協力医師の指示に従うことを拒否する旨を明示した書面を

事業者に提示し、それによって 起こる全てに対して利用者又は利用者代理人

が責任を負うことを明らかにした場合は、その限りではありません。 

④ 業者が提供する各種サービスに異議のある場合は、速やかに事業者に知らせ

ること 
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⑤市長村並びに介護保険法その他省令に基づく事業者への立ち入り調査について、

利用者及び利用者代理人は協力すること 

 

第 14 条（契約の終了） 

次の各号の一つに該当する場合は、契約は終了します。 

① 事業対象者・要支援・要介護の認定更新において、利用者が自立（非該当）と

認定された場合（但し、経過措置が適用される場合を除く） 

② 利 用者が死亡した場合 

③ 利用者又は利用者代理人が第 15 条基づき本契約の解除を通告し、予告期間

を満了した日 

④ 事業者が第 16 条に基づき本契約の解除を通告し、予告期間を満了した日 

⑤ 利用者が病気の治療等その他のため、通所介護サービスの利用が不可能にな

ったとき 

⑥ 利用者が他の介護療養施設等への入所のため、通所介護サービスの利用が

不可能となったとき 

 

第 15 条（利用者の契約解除） 

利用者及び利用者代理人は、事業者に対し、いつでも 7 日の予告期間をおいてこ

の契約を解除することが出来ます。 

 

第 16 条（事業者の契約解除） 

事業者は、利用者及び利用者代理人に対し、次の各号の一つに該当する場合に

おいては、1 ヶ月の予告期間をおいて、契約を解除することが出来ます。 

但し、事業者は、解除通告をするに当たっては、次の第 2 号を除き利用者及び利用 

者代理人に十分な弁明の機会を設けるものとします。 

①正当な理由もなく利用料金その他の自己の支払うべき費用を 3 か月分滞納し事

業者からの申入れにもかかわらず改善されないとき 

②伝染性疾患により他の利用者の生活又は健康に重大な影響を及ぼす恐れがある

と医師が判断し、かつ事業者が判断したとき 

③利用者の行動が、ほかの利用者の生活又は健康に重大な影響を及ぼす恐れが

あり、かつ利用者に対する通常の介護方法ではこれを防止できないと事業者が判

断したとき 

④利用者又は利用者代理人が故意に不実を告げたり、病気等を故意に告げなかっ

たりしたために、介護方法を大きく変更しなければならなくなる等、円滑にサービスを

提供出来なくなったと事業者が判断したとき 

⑤事業の廃止や縮小により、サービスの提供が困難になったとき 

⑥3 ヶ月間、利用がなかったとき 
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第 17 条（損害賠償） 

１ 事業者は、利用者に対する介護（介護予防通所）サービスの提供に当たって、万が

一事故が発生し、利用者の生命・身体・財産に損害が発生した場合は、不可抗力に

よる場合を除き、速やかに利用者に対して損害を賠償します。但し、利用者に重過失

がある場合は、事業者は賠償責任を免除される、又は賠償額を減額されることがありま

す。 

２ 事業者は、万が一の事故発生に備えて別紙「重要事項説明書」の通り損害賠償責

任保険に加入しています。 

３ 利用者の故意又は重過失により、居室又は備品につき通常の保守、管理の程度を

越える補修等が必要になった場合には、その費用は利用者又は利用者代理人が負

担します。 

４ 利用者は、利用者の自己都合により事業所の送迎車に乗らず、事業所に来所または

帰所した場合、事業所内以外での事故は事業者の損害賠償の範囲としないこととしま

す。 

 

第 18 条（秘密保持） 

１ 事業者は、サービス提供する上で知り得た利用者及び利用者代理人等に関する秘

密、個人情報については、利用者及びその家族、利用者代理人の生命、身体等の

危険がある場合等、正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約終了後、第三

者に漏らすことはありません。 

 

２ 但し、あらかじめ文書により利用者又はその家族、利用者代理人の同意を得た場合は、

前項の規定にかかわらず、一定の条件の下で情報を提供することが出来ます。 

 

第１９条（送迎時の送迎場所） 

 １  利 用 者 は 、 送 迎 車 と の 送 迎 場 所 を 本 契 約 書 第 1 項 で 定 め た 場 所                    

で行います。 

 ２ 事業者は、利用者の自宅から待ち合わせ場所の間での事故の責任は負いません。 

 ３ 利用者と事業者の間で定める送迎場所は、利用者の自宅周辺で送迎車が停止でき

る最も近い場所で、利用者が最も容易にその場所に到着でき、帰宅しやすい場所とす

る。 

 

第２０条（金品や物品の受け渡し） 

 １ 利用者は、事業所内で他の利用者に対し、金銭や物品を受け渡しません。 

 ２ 利用者は、事業所内の職員に対し金銭や物品を渡しません。 
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第２１条（送迎車以外での来所、帰所） 

 利用者は、事業者が認める特別な状況以外での事業所への送迎車以外での来所、

帰所は行いません。 

 

第２２条（振り替え利用に関する取り決め） 

  利用者は指定された利用日が祝日やその他の理由で休みになった場合でも、曜日もしく

は日程の振替利用ができないことに同意します。 

 

第２２条（合意管轄） 

本契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じた場合は、神戸地方裁判所をも

って第一審管轄裁判所とすることを、利用者及び利用者代理人、事業者はあらかじめ

合意します。 

 

第２３条（契約に定めのない事項） 

この契約に定めのない事項及び疑義がある場合は、介護保険法令その他の法令の

定めるところにより、利用者及び利用者代理人、事業者が協議の上、誠意をもって処

理するものとします。 

 

附則       この規程は、令和 ８年 ６月 1 日から施行 
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               個人情報利用同意書 

 

私（及び私の家族）の個人情報の利用については、下記により 

必要最小限の範囲内で使用することに同意します。 

 

１ 使用目的 

(1) 介護（介護予防通所）サービスの提供を受けるにあたって介護支援専門員と介護（介護予

防通所）サービス事業者との間で 開催されるサービス担当者会議において利用者の状態、家

族の状況を把握するために必要な場合。 

(2) 上記(1)の外、介護支援専門員又は介護（介護予防通所）サービス事業所との連絡調整の

ために必要な場合。 

(3) 現に介護（介護予防通所）サービスの提供を受けている場合で、私が体調等を崩し又はケ

ガ等で病院へ行ったときで、医師・看護師等に説明する場合。 

 

２ 個人情報を提供する事業所 

(1) 居宅サービス計画に掲載されている介護（介護予防通所）サービス事業所 

(2) 病院又は診療所（体調を崩し又はケガ等で診療することとなった場合） 

 

３ 使用する期間 

サービスの提供を受けている期間 

 

４ 使用する条件 

(1) 個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当た

っては関係者以外の者に洩れることのないよう細心の注意を払う。 

(2) 個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録する。 
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当事業者・事業所は、この重要事項説明書、通所介護・介護予防通所サービス利用契

約書、個人情報利用同意書に基づいて、通所介護・介護予防通所サービス施設「すこや

かトレーニング第２スタジオ」のサービス内容及び重要事項の説明、利用契約書の説明、個

人情報利用同意書の説明をしました。 

 

 

令和  年  月  日  

 

〔事業者〕   住  所  神戸市垂水区本多聞６丁目１０－２９ 

        事業者名  株式会社 すこやかライフ 

               代表取締役   多田 和樹 印 

 

〔事業所〕   住  所  神戸市垂水区本多聞３丁目５－２０ 

        事業所名  すこやかトレーニング第２スタジオ 

        

               説明者名    榮藤 直哉       印 

 

私は、この重要事項説明書、通所介護・介護予防通所サービス利用契約書、個人情

報利用同意書に基づいて、通所介護・介護予防通所サービス施設「すこやかトレーニング

第２スタジオ」のサービス内容及び重要事項の説明、利用契約書の説明、個人情報利用

同意書の説明をうけました、それと同時に、すこやかトレーニング第２スタジオとの間に利用契

約を締結し、私の個人情報の利用については、17 項の個人情報利用同意書に記された

範囲内で使用することに同意します 

 

令和  年  月  日  

         

〔利用者もしくは利用代理人〕 

  住  所 

 

        氏  名                        印 

 

〔利用者家族同意欄〕 

住  所 

 

         氏  名                        印 

          

本人との続柄  【      】 


